
３次勧告残り分

地域主権戦略の工程表（案）
 
【原口プラン】

 
（H.22.3.3 地域主権戦略会議（第２回）後）
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３月

戦
略
会
議
発
足

２１年度
１２月 夏

随時会議開催

・・・・・

【関係府省】
関係政務官ＷＴでの検討

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

地域主権戦略会議

基礎自治体への
権限移譲

法令による
自治体への
義務付け・枠付

 けの見直し

一括交付金化

出先機関改革

直轄事業負担金
の廃止

工
程
表
（
骨
格
）
提
示

【法律設置】

地
方
分
権
改
革
推
進
計
画

関
連
法
案

【施

 行

 】

３次勧告中
地方要望分

１次勧告を具体化

【関係府省】

 

建設費分の検討

基本的考え方の検討 予算化

関
連
法
案

【施

 行

 】

更なる検討・具体化

法制化実務検討Ｇでの検討
随時開催【施

 行

 】

基本的考え方の検討

夏

11/17

【見直し期限】

※行政刷新会議との
役割の調整・連携

基
本
的
考
え
方

随時会議開催

戦略大綱に沿った以下の取組み等の推進

地
域
主
権
推
進
一
括
法
案
（第
１
次
）

（戦
略
会
議
の
設
置
）
（義

 務

 付

 ・枠

 付

 の

 見

 直

 し

 ）

地
域
主
権

推
進
大
綱
（仮
称
）

積み残し分

 

＋

 

２次勧告分を順次具体化

地
域
主
権
推
進
一
括
法
案
（第
２
次
）

大
綱
中
に
計
画
を
盛
込
み

フェーズ

 
Ⅰ

推進体制の確立から「戦略大綱」の策定へ
フェーズ

 
Ⅱ

「戦略大綱」を通じたマニフェスト事項の実現から「地域主権推進基本法」の制定へ

地方政府基本法

 の制定（地方自治法

 の抜本見直し）

（ひもつき補助金の廃止）

緑の分権改革
の推進

国・地方の協議の

 場の法制化

基
本
的考

え
方

自治体間連携

〈規
 制
 〉関
 連

〈予
 算
 〉関
 連

〈法
 制
 〉関
 連

【総務省】

（維持管理費は22年度から全廃）

自治体間連携の自発的な形成等

事務・権限の見直し、一括交付金化、自治体間連携の自発的な形成等
を踏まえた改革の検討（人員の地方移管、組織の在り方を含む。）

地方税財源の
充実確保

地方の自主財源の充実強化

クリーンエネルギー調査、
先行実証調査

先行的・総合的に取り組む市町村による調査
ほか改革推進のための研究等 積極的推進（規制緩和等の支援、広報・啓発）

（補正予算成立後速やかに）

【総務省】

 

「地方行財政検討会議」で地方自治法の抜本改正の検討

 

⇒

 

「地方政府基本法」の制定へ

【総務省】
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